
国内地域間交易における
交易障壁推定とその時点間比較

山本 和樹 1・石倉　智樹 2

1非会員　首都大学東京大学院　都市環境科学研究科（〒 192-0397 東京都八王子市南大沢 1-1）
E-mail: yamamoto-kazuki3@ed.tmu.ac.jp

2正会員　首都大学東京准教授　都市環境学部（〒 192-0397 東京都八王子市南大沢 1-1）
E-mail: iskr@tmu.ac.jp

一般均衡理論に基づく多地域経済モデルを，経済システムの構造モデルとして見なしたとき，交易障壁を操
作変数としてキャリブレーションすると，基準均衡データに対応する交易障壁を内生的に推定することができ
る．すなわち，多時点の地域間交易の実データがあれば，交易実績と整合する交易障壁が推定可能であり，事
後的に交通整備効果が実効的であったかを検証することができる．本研究は，地域間産業連関表の各年次につ
いて，SCGEモデルと整合的な構造モデルを想定し，交易障壁をパラメタとするキャリブレーションする手法
を構築した．さらに，推定された交易障壁の時間的推移についても分析した．
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1. はじめに

これまで、国土計画と幹線交通社会資本整備計画に

基づき，高速道路，新幹線，空港など都市間交通施設の

整備が進められてきた．これらの交通施設整備につい

て，交通システムを構成する個々の整備事業単位につ

いては，事業効率性の観点からの評価手法として費用

便益分析が理論的にも実務的にもほぼ確立されている．

近年では，便益を指標とした 1次元の効果だけでなく，

交通整備がもたらした効果を広範に捉える概念である

“ストック効果”の計測が重視 1)されている．交通整備

事業のストック効果としては，交通（一般化）費用の

低下等による直接的効果だけでなく，地域生産や家計

所得の拡大といった間接効果が重視されており，これ

を合理的かつ定量的に評価するための手法として，空

間的応用一般均衡 (SCGE: Spatial CGE)モデルが挙げ

られる 1)．

一般に，SCGEモデルやこれに準ずる経済均衡モデ

ルによる評価では，モデルの各種パラメタをキャリブ

レーションするため，ある時点における経済状態を基

準均衡とみなし，当該時点の経済統計データを基準均

衡データとして用いる．このような評価手法によって

計測される政策効果は，事前評価であっても事後評価

であっても，政策なし（without）を前提条件とする場

合の均衡状態と政策あり（with）を前提条件とする場

合の均衡状態の差，すなわち経済状態の変化量として

計測される．交通整備プロジェクト政策の評価におい

ては，交通（一般化）費用や何らかの仮定を設けて算

出されたアクセシビリティを経済均衡モデルにおける

交易や輸送の障壁（費用）の指標と見なし，整備前後

におけるそれらの指標変化が，モデルにおける交通整

備政策の直接効果として扱われる．すなわち，政策評

価手法としての経済均衡モデルにおいては，交通条件

が外生的なパラメタとして位置付けられる．

一方，一般均衡モデルを，経済システムの構造モデ

ルとして見なしたとき，交易障壁を操作変数としてキャ

リブレーションすると，基準均衡データに対応する交

易障壁を内生的に推定することができる．この考え方

は，貿易における国境障壁に関する実証研究で利用さ

れており，例えばMcCallum2)やHelliwel3)による非関

税障壁に関する計量分析に対して，ミクロ経済学的基

礎を与えた Anderson and van Wincoop4) において整

理されている．

わが国では，過去の地域間産業連関表が整備されて

おり，これまでも SCGEモデルの基準均衡データとし

て用いられてきた．そこで本研究は，地域間産業連関表

の各年次について，SCGEモデルと整合的な構造モデ

ルを想定し，交易障壁をパラメタとするキャリブレー

ションする手法を構築する．さらに，推定された交易

障壁の時間的推移，特に実際の交通整備プロジェクト

として本州四国連絡橋に着目した時間的推移について

も分析する．
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2. モデル

まず，Fujita et al.5)，Bröcker et al.6)，石倉・吉川 7)

と同様に，標準的なDixit-Stiglitz型効用関数あるいは

生産技術を念頭においた需要関数を導出する．

例えば，効用関数として上位にCobb-Douglas型，下

位に CES型となる階層的な関数形を想定すると，地域

sにおける集計的家計の直接効用関数は，

Us =
∏
i

(
Ci

s

)µi
s

(∑
µi
s = 1

)
, (1)

Ci
s =
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ni
r

(
cirs
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} σi
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(2)

と表される．ここで，µi
s は財 i別に対する選好シェア

パラメタ，ni
r は生産地 rにおける財部門 iの財バラエ

ティ数である．ただし，同一地域で生産される同一部

門の財については，バラエティに依存せず生産技術が

均質であると仮定している．σi は，部門 i財における

財バラエティ間の代替弾力性であり，多様性に関する

選好を規定するパラメタとしての役割も果たす．

消費支出 Isの制約下で上記の効用最大化問題を解く

と，r地域産の消費財バラエティcirsに対する需要関数が，

cirs =
(
pirτ

i
rs

)−σi

µi
s

Is

(ρis)
1−σi (3)

のように導出される．ここで，pir は地域 rで生産され

る部門 i財バラエティの生産地価格である．τ irsは地域

sにおいて地域 r産財 iを需要する際に生じる交易障壁

を表し，生産地価格に対する需要地価格の倍率として

定義する．また，ρis は需要地 sにおける財 iの価格指

数であり，以下のように定義される．

ρis =

{∑
r

ni
r

(
pirτ

i
rs

)1−σi

} 1

1−σi

(4)

企業の生産技術においても，上位技術に Cobb-

Douglas 型，下位技術に CES 型となる Dixit-Stiglitz

型の階層的な関数形を想定し，かつ財バラエティ間の

弾力性も家計消費と共通であることを仮定すると，産

業部門 jにおける部門 i財バラエティに関する中間投入

需要 xi
rs,j は，消費需要と同様に，

xi
rs,j =

(
pirτ

i
rs

)−σi

νis,j
Ss,j

(ρis)
1−σi (5)

のように導出される．ここで，Ss,j は地域 s部門 j の

生産額を，νis,j は地域 s部門 jの生産における部門 i財

の中間投入コストシェアパラメタである．したがって，

地域 sにおける部門 i財への支出額 Ei
s を，

Ei
s = µi

sIs +
∑
j

(
νis,jSs,j

)
(6)

として整理すると，地域 sにおける地域 r産の部門 i財

バラエティに対する需要の集計量 dirs は，

dirs =
(
pirτ

i
rs

)−σi Ei
s

(ρis)
1−σi (7)

となり，いわゆる重力モデルの形式で導出される．

価格指数は需要地 s財部門 iで共通であること，およ

び財バラエティの生産技術が均質であるため，その集

計量が生産地 r の財バラエティ数の合計となることに

注意すると，需要地 sでの財部門 i財に関する集計的な

需要額のうち生産地 rの財に対する支出シェア ãirs が，

ãirs =
ni
r

(
pirτ

i
rs

)1−σi∑
r∈R
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r (p

i
rτ

i
rs)
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のように導出される．

さらに，Fujita et al.5)に代表される，参入退出が自

由かつ生産費用に規模の経済性がある独占的競争型の

一般均衡モデルでは，個々の財バラエティの生産量は

財価格とは独立に定まるため，i部門における生産量水

準を ζiとおけば，生産地における当該部門の集計的生

産額は，全バラエティの生産額の和と等しくなるため，

Si
s = ni

sp
i
sζ

i (9)

が成立する．この関係を利用すると，式 (8)の支出シェ

ア ãirs は，

ãirs =
Si
r

(
pir
)σi (

τ irs
)1−σi∑
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Si
r (p

i
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(τ irs)
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のように書き換えることができる．

3. 交易障壁の推定

(1) 推定の方法

地域間産業連関表が利用可能であれば，中間投入需

要と最終需要における交易額のデータを集計すること

により，容易に地域間交易の総額を得ることができる．

部門 i財について，地域 rで生産され地域 sで需要され

る交易額を Qi
rs とすれば，需要地から見た生産地 i産

財の需要シェア実績 airs は，

airs =
Qi

rs∑
r∈R

∑
s∈R

Qi
rs

(11)

である．

弾力性パラメタ σiが与えられており，生産地価格の

水準 pir が先決されていれば，地域 rでの財 iの生産額

Si
r も基準均衡データから得られるので，

ãirs = airs ∀r (12)

を満たす τ irs (r ∈ R)が，基準均衡データと理論的に整

合する交易障壁となる．なお，本研究では，わが国の国

内貨物輸送手段において道路交通が支配的であることを
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表–1 代替弾力性

sector 代々弾力性

農林水産業 6.99

鉱業 19.25

飲食料品 8.32

金属 7.28

機械 5.23

その他の製造業 4.89

建設および公益事業 17.81

商業・運輸 8.76

金融・保険・不動産 10.18

情報通信 7.23

サービス 7.80

鑑みて，地域間の交易障壁が対称，すなわち τ irs = τ isr

と仮定する．

実際の推定においては，

min
τ i
rs

∑
r∈R

∑
s∈R

(
ãirs − airs

)2
(13a)

s.t.

τ irs = τ isr (13b)

のように非線形最小二乗法により交易障壁 τ irs を推定

する．

(2) データ

本研究では，経済産業省より公開されている地域間

産業連関表のうち，平成 17年，平成 7年，平成 2年，

昭和 60年，昭和 55年の 5時点について，12部門に集

計したものを基準均衡データとして用いた1．なお，平

成 17年以外の年次では 12部門表は公開されておらず，

46もしくは 45部門表のみ公開されている．そこで平成

17年地域間産業連関表と共に公開されている部門変遷

表を参考に，表–2のように各年次の部門分類を 12部

門へ集計した．さらに，地域間の交易が極めて少ない

「建設」と「交易事業」は統合し，最終的には 11部門

のデータとしている．ただし，沖縄については他地域

と比べて域外との輸送体系・環境が特殊であり，同様の

方法論では有意な結果を得ることは難しいと考え，本

分析の対象からは除くこととした．

SCGEモデルのキャリブレーションにおいては，基

準均衡時における全ての価格変数を 1として実質変数

の水準を規定することが標準的であるので，本研究に

おいても全ての生産地価格 pir を 1に基準化する．弾力

性 σi は石倉・池田 8) の方法により推定された先決値

(表–1 )を用いる．

1 平成 12年については経済産業省が公式に作成・公開を行ってい
ないため用いていない．

4. 交易障壁の推定結果と時点間比較

(1) 推定結果の傾向

本稿では，交易障壁と社会資本整備による物流交通

の関係を考察するため，推定結果のうち，実物財が交

易されると考えられる農林水産業，飲食料品，機械，そ

の他の製造業の 4部門に着目する．交易障壁の推定結

果は，例えば，2005年における飲食料品部門について

は表–3に示すとおりとなる．

各部門の 10年ごとの時点間変化に注目すると，その

他の製造業部門では 1985年から 1995年にかけて（表–

10），農林水産業部門や機械部門では 1995年から 2005

年にかけて（表–5，表–9），飲食料品部門では両方の

期間（表–6，表–7 )で全体に減少傾向が強く現れてい

て，部門ごとに輸送マージンの傾向が異なることがわ

かる．これらは財部門による輸送形態や依存する交通

機関の違いが減少傾向の差となって表れているとみら

れる．

変化率の地域差について注目すると，明確な傾向は確

認し難いが，1985年から 1995年の期間では中国・四国・

九州の３地域を発着地とする場合において，1995-2005

の期間では北海道・東北・九州の３地域を発着地とする

場合において，減少率がやや大きい．これは，1985年

以降都心から離れた地域において高速道路開通などの

大規模な社会資本整備が多く行われたことが寄与した

ものと考えられるが，この推論の妥当性を検討するた

めには，各地域における社会資本整備に着目したさら

なる実証が必要である．

しかし，1985年から 1995年にかけての農林水産業

部門ではほぼ全ての地域間，機械部門では中部以東の

地域間においてなどで τ irs が数十％以上の増加傾向が

見られるなど，交通整備による影響を鑑みると不自然

な結果も見られた．これらには，本分析手法では捉え

られていない，需要地シェアへの影響要因が関わって

いると考えられ，今後検討が必要な課題である．

(2) 交通整備効果についての考察：四国を例に

実際の交通整備プロジェクトと交易障壁の時系列変化

の関連の考察として，本州四国連絡橋の整備・開通によ

る四国対西日本各地の交易障壁変化に注目した．1985

年時点を 1としたときの四国を需要地とする交易障壁

の相対値を 10年ごとに飲食料品部門，機械部門につい

てグラフとして示すと図–1 ,図–2のとおりとなる．

1988年には最初の本州四国連絡橋として瀬戸大橋が

開通しており，それに対応するように 1995年には 1985

年時点と比較して最大で 3割程度交通障壁が減少する

傾向を示した．特に飲食料品部門では瀬戸大橋で直接

繋がった対中国地方については他地域に比べて減少幅
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が大きく傾向が顕著であった．また，1998年には明石

海峡大橋が開通，1999年には西瀬戸自動車道 (瀬戸内

しまなみ海道)が一部島内区間は未開通であるものの本

州四国連絡橋としては開通した．2005年の飲食料品部

門，機械部門双方について，どちらも交易障壁の減少

傾向自体は見られたものの 1995年時点程の大きな変化

は見られなかった．これは２つの連絡橋の整備効果が

薄かったということを示すものではなく，瀬戸大橋で

は鉄道も開通し列車による貨物輸送が可能となったこ

と，今まで本州との陸路が確立していなかった四国に

とって瀬戸大橋の開通により初めて道路が繋がったと

いうことの効果が非常に大きかったということが表れ

ているのではないかと考えられる．

なお，現在の考察では同時期に整備された四国域内

の他の社会資本整備について考慮しきれていないため，

今後より詳細な検証や検討が必要である．

図–1 1985年と比較した交易障壁の相対値 (飲食料品)

図–2 1985年と比較した交易障壁の相対値 (機械)

5. おわりに

本研究では，地域間産業連関表の実データを基に，輸

送費用に相当する，多地域経済モデルにおける概念的

な交易障壁を推定した．さらに，複数年次の地域間産

業連関表の部門分類を統一的になるよう集計すること

で，交易障壁の時点間比較を行った．交易障壁の時点

間推移には，明確な地域的特性は見出せていないもの

の，中国，四国，九州地域における他地域との交易障

壁が低下した可能性が示唆されており，特に対四国に

ついては本州四国連絡橋の開通による整備効果を示唆

する結果を見ることができた．

ただし，交易障壁の推移について解釈が困難な分析

結果が見られるなど，財需要の生産地シェアに影響す

る他要因を分離できていない可能性があり，方法論の

さらなる改善が必要である．今後は，手法論の改善と

ともに，本州四国連絡橋以外の実際の交通整備プロジェ

クトと交易障壁との関連も分析し，過去の交通整備効

果の検証へと展開することを検討している．
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表–2 各年の部門分類と 12部門への対応

昭和 55年 (1980年) 昭和 60年 (1985年) 平成 2年 (1990年) 平成 7年 (1995年) 平成 17年 (2005年)

農業 農業 農業

農林・水産 林業 林業 林業 農林水産業

漁業 漁業 漁業

石炭・亜炭

原油・天然ガス 鉱業 鉱業 鉱業 鉱業

その他の鉱業

食料品 食料品・たばこ 食料品・たばこ 食料品・たばこ 飲食料品

製糸・紡績

織物 繊維製品 繊維製品 繊維製品

繊維既製品・見廻品

製材・木製品・家具 製材・木製品 木材・木製品 製材・木製品

家具・装備品 家具・装備品 家具・装備品

パルプ・紙 パルプ・紙・紙加工品 パルプ・紙・紙加工品 パルプ・紙・紙加工品

印刷・出版 新聞・出版・印刷 新聞・印刷・出版 出版・印刷

基礎化学製品

石油化学製品 その他の製造業 (1/2)

化学繊維原料 化学工業製品 化学工業製品 化学製品

化学肥料

最終化学製品

石油製品 石油・石炭製品 石油・石炭製品 石油・石炭製品

石炭製品

プラスチック製品 プラスチック製品 プラスチック製品

ゴム製品 ゴム製品 ゴム製品 ゴム製品

皮革・同製品 皮革・同製品 皮革・同製品 皮革・同製品

窯業・土石製品 窯業・土石製品 窯業・土石製品 窯業・土石製品

銑鉄・粗鋼

鉄鋼圧延製品 鉄鋼製品 鉄鋼製品 鉄鋼製品

鋳鍛造品 金属

非鉄金属 非鉄金属製品 非鉄金属製品 非鉄金属製品

金属製品 金属製品 金属製品 金属製品

一般機械 一般機械 一般機械 一般機械

事務用・サービス用機器 事務用・サービス機械 事務用・サービス用機器

重電機器 民生用電気機械 民生用電気機械 民生用電気機械

軽電機器 電子・通信機械 電子機械 電子・通信機械

その他の電気機械 その他の電気機械 その他の電気機械 機械

自動車 自動車 自動車 自動車

その他の輸送機械 その他の輸送用機械 その他の輸送用機械 その他の輸送用機械

精密機械 精密機械 精密機械 精密機械

その他の製造業 その他の製造業 その他の製造業 その他の製造業 その他の製造業 (2/2)

建築 建築 建築 建築・建設補修

土木 土木 公共事業 公共事業 建設

その他の土木 その他の土木建設

電力 電力 電力 電力

ガス・水道 ガス・熱供給 ガス・熱供給 ガス・熱供給 公益事業

水道・廃棄物処理 水道・廃棄物処理 水道・廃棄物処理

商業 商業 商業 商業 商業・運輸 (1/2)

金融・保険・不動産 金融・保険 金融・保険 金融・保険 金融・保険・不動産

不動産 不動産 不動産

運輸 運輸 運輸 運輸 商業・運輸 (2/2)

通信・放送 通信・放送 通信・放送 情報通信

公務 公務 公務 公務

サービス 教育・研究 教育・研究 教育・研究

分類不明・その他 医療・保健・社会保障 医療・保険・社会保障 医療・保健・社会保障

その他の公共サービス その他の公共サービス その他の公共サービス サービス

対事業所サービス 対事業所サービス 対事業所サービス

対個人サービス 対個人サービス 対個人サービス

分類不明・その他 分類不明・その他 その他
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表–3 交易障壁（τ i
rs）の推定値（飲食料品，2005年）

r＼ s 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

北海道 1.404 1.863 1.980 2.042 2.054 2.190 2.270 2.203

東北 1.863 1.435 1.897 2.112 2.113 2.250 2.222 2.155

関東 1.980 1.897 1.738 2.072 2.095 2.208 2.282 2.134

中部 2.042 2.112 2.072 1.552 1.939 2.107 2.158 2.067

近畿 2.054 2.113 2.095 1.939 1.622 1.896 1.980 1.946

中国 2.190 2.250 2.208 2.107 1.896 1.440 1.786 1.844

四国 2.270 2.222 2.282 2.158 1.980 1.786 1.401 2.061

九州 2.203 2.155 2.134 2.067 1.946 1.844 2.061 1.469

表–4 交易障壁の変化率 (農林水産業,1985-1995)

r＼ s 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

北海道 0.2281 0.2156 0.2283 0.0969 0.2595 0.1770 0.1152 0.0720

東北 0.2156 0.2692 0.1422 0.1165 0.1777 0.1941 0.0580 -0.0061

関東 0.2283 0.1422 0.2003 0.1896 0.2804 0.2394 0.2116 0.2282

中部 0.0969 0.1165 0.1896 0.2113 0.3391 0.3491 0.2781 0.1662

近畿 0.2595 0.1777 0.2804 0.3391 0.2142 0.3508 0.3443 0.3101

中国 0.1770 0.1941 0.2394 0.3491 0.3508 0.1842 0.1401 0.2603

四国 0.1152 0.0580 0.2116 0.2781 0.3443 0.1401 0.1586 0.2685

九州 0.0720 -0.0061 0.2282 0.1662 0.3101 0.2603 0.2685 0.1435

表–5 交易障壁の変化率 (農林水産業,1995-2005)

r＼ s 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

北海道 -0.0499 -0.0623 -0.0543 0.0696 -0.0322 0.0166 0.0048 -0.0398

東北 -0.0623 -0.0850 -0.0395 0.0745 0.0004 -0.0486 -0.0458 -0.0093

関東 -0.0543 -0.0395 -0.0417 0.0097 -0.0065 0.0609 0.0076 -0.0285

中部 0.0696 0.0745 0.0097 -0.0009 -0.0170 0.0434 -0.0869 0.1663

近畿 -0.0322 0.0004 -0.0065 -0.0170 -0.0493 -0.0101 -0.0541 -0.0197

中国 0.0166 -0.0486 0.0609 0.0434 -0.0101 -0.0761 -0.0379 -0.1028

四国 0.0048 -0.0458 0.0076 -0.0869 -0.0541 -0.0379 -0.0506 0.0187

九州 -0.0398 -0.0093 -0.0285 0.1663 -0.0197 -0.1028 0.0187 -0.0469

表–6 交易障壁の変化率 (飲食料品,1985-1995)

r＼ s 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州　

北海道 0.0003 -0.0793 -0.1231 0.0282 -0.0162 -0.2096 -0.0044 -0.0870

東北 -0.0793 -0.1007 -0.0963 0.0309 -0.0162 -0.2642 -0.0036 -0.1675

関東 -0.1231 -0.0963 -0.1116 -0.0580 -0.1170 -0.3677 -0.0758 -0.2651

中部 0.0282 0.0309 -0.0580 -0.0990 -0.0260 -0.1604 0.0902 -0.0814

近畿 -0.0162 -0.0162 -0.1170 -0.0260 -0.1020 -0.2419 -0.0321 -0.1918

中国 -0.2096 -0.2642 -0.3677 -0.1604 -0.2419 -0.2182 -0.2306 -0.2417

四国 -0.0044 -0.0036 -0.0758 0.0902 -0.0321 -0.2306 -0.0492 -0.0741

九州 -0.0870 -0.1675 -0.2651 -0.0814 -0.1918 -0.2417 -0.0741 -0.1853

表–7 交易障壁の変化率 (飲食料品,1995-2005)

r＼ s 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

北海道 -0.0296 -0.0796 -0.0514 -0.0904 -0.0512 -0.0348 -0.0138 -0.0752

東北 -0.0796 -0.0596 -0.0820 -0.0699 -0.0876 -0.0559 -0.0573 -0.1212

関東 -0.0514 -0.0820 -0.0534 -0.0685 -0.0795 -0.0162 -0.0371 -0.0742

中部 -0.0904 -0.0699 -0.0685 -0.0497 -0.0826 -0.0334 -0.0504 -0.0838

近畿 -0.0512 -0.0876 -0.0795 -0.0826 -0.0516 -0.0580 -0.0349 -0.0859

中国 -0.0348 -0.0559 -0.0162 -0.0334 -0.0580 -0.0328 -0.0534 -0.0578

四国 -0.0138 -0.0573 -0.0371 -0.0504 -0.0349 -0.0534 -0.0480 -0.0721

九州 -0.0752 -0.1212 -0.0742 -0.0838 -0.0859 -0.0578 -0.0721 -0.0491

表–8 交易障壁の変化率 (機械,1985-1995)

r＼ s 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

北海道 0.1921 0.1054 0.0647 0.0711 -0.0458 -0.0489 -0.0490 -0.1422

東北 0.1054 0.1503 0.0862 0.0858 0.0666 -0.0393 -0.1303 -0.0992

関東 0.0647 0.0862 0.1279 0.0535 -0.0311 -0.0816 -0.1742 -0.1456

中部 0.0711 0.0858 0.0535 0.1256 -0.0597 -0.1029 -0.1883 -0.1496

近畿 -0.0458 0.0666 -0.0311 -0.0597 0.0311 -0.1828 -0.2819 -0.2251

中国 -0.0489 -0.0393 -0.0816 -0.1029 -0.1828 -0.0169 -0.2751 -0.2340

四国 -0.0490 -0.1303 -0.1742 -0.1883 -0.2819 -0.2751 -0.0939 -0.3023

九州 -0.1422 -0.0992 -0.1456 -0.1496 -0.2251 -0.2340 -0.3023 -0.0824

表–9 交易障壁の変化率 (機械,1995-2005)

r＼ s 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州　

北海道 0.0128 -0.0096 0.0383 0.0350 -0.0190 -0.0223 -0.1249 -0.0154

東北 -0.0096 -0.0123 0.0065 -0.0162 -0.0311 -0.0102 -0.1089 -0.0433

関東 0.0383 0.0065 -0.0124 -0.0155 0.0006 0.0091 0.0140 -0.0027

中部 0.0350 -0.0162 -0.0155 0.0051 -0.0075 -0.0094 0.0172 -0.0279

近畿 -0.0190 -0.0311 0.0006 -0.0075 -0.0144 0.0051 -0.0037 0.0029

中国 -0.0223 -0.0102 0.0091 -0.0094 0.0051 0.0130 -0.0417 -0.0167

四国 -0.1249 -0.1089 0.0140 0.0172 -0.0037 -0.0417 0.0046 -0.0456

九州 -0.0154 -0.0433 -0.0027 -0.0279 0.0029 -0.0167 -0.0456 0.0054

表–10 交易障壁の変化率 (その他の製造業,1985-1995)

r＼ s 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

北海道 0.0820 0.0819 -0.0090 0.0126 0.0066 -0.0063 0.0105 0.0438

東北 0.0819 0.0262 -0.0371 -0.0420 -0.0762 -0.0385 -0.0508 -0.0273

関東 -0.0090 -0.0371 0.0163 -0.0189 -0.0114 -0.0558 -0.0470 -0.0662

中部 0.0126 -0.0420 -0.0189 0.0156 -0.0195 -0.0164 -0.0067 -0.0298

近畿 0.0066 -0.0762 -0.0114 -0.0195 -0.0143 -0.0255 -0.0007 -0.0275

中国 -0.0063 -0.0385 -0.0558 -0.0164 -0.0255 -0.0131 -0.0222 -0.0724

四国 0.0105 -0.0508 -0.0470 -0.0067 -0.0007 -0.0222 0.0351 -0.0199

九州 0.0438 -0.0273 -0.0662 -0.0298 -0.0275 -0.0724 -0.0199 -0.0329

表–11 交易障壁の変化率 (その他の製造業,1995-2005)

r＼ s 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

北海道 -0.0227 -0.0439 -0.0241 -0.0095 -0.0046 -0.0702 -0.0540 -0.0437

東北 -0.0439 -0.0022 0.0002 0.0245 0.0338 0.0043 -0.0279 -0.0337

関東 -0.0241 0.0002 -0.0065 -0.0036 -0.0020 0.0160 0.0257 0.0243

中部 -0.0095 0.0245 -0.0036 0.0011 -0.0134 -0.0060 0.0040 -0.0058

近畿 -0.0046 0.0338 -0.0020 -0.0134 -0.0219 0.0134 -0.0040 0.0065

中国 -0.0702 0.0043 0.0160 -0.0060 0.0134 -0.0100 -0.0170 -0.0067

四国 -0.0540 -0.0279 0.0257 0.0040 -0.0040 -0.0170 0.0091 -0.0259

九州 -0.0437 -0.0337 0.0243 -0.0058 0.0065 -0.0067 -0.0259 0.0023
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